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令和7年度9月補正予算案について

一 補正予算の概要

今回の補正予算は、当初予算編成後の事態の推移等に対処しつつ、県民の声を踏まえ、物価高への対応と

して、米価高騰の影響を特に受ける子育て世帯や価格転嫁が困難な事業者等を支援するとともに、農林水産

業被害への対応をはじめとした産業・交流を支える基盤等の充実強化やこども等の学びを支える教育環境の

整備を行うのに要する経費等について、所要の予算措置を講ずることとした。

また、公共事業及び国庫補助事業等について、国からの割当見込額等に基づき事業費の補正を行うことと

した。

二 一般会計予算の規模

⑴ 令和 7年度現計予算額 710,027,151 千円

⑵ 今回の補正予算額（補正第 2号） 2,392,857 千円

（下北地区統合校整備計画見直しに伴う減額除き 5,018,764 千円）

⑶ 令和 7年度予算累計額 712,420,008 千円

⑷ 令和 6年度同期予算額 706,450,077 千円

⑶
⑸ 対前年度同期比 ×100 100.8 ％

⑷

三 一般会計補正予算の歳入

今回の補正予算の主なる財源としては、歳出との関連等において、国庫支出金40億716万 7千円を計上す

るとともに、県債16億9,400万円を減額計上したほか、普通交付税 5億2,327万円を計上した。

四 一般会計補正予算の歳出

今回の補正予算に計上した歳出の主なものは、次のとおりである。



　 令和７年度９月補正予算案の主要事業

１　米価高騰をはじめとした物価高への対応 千円

２　産業・交流を支える基盤等の充実強化 413,845 千円

３　こども等の学びを支える教育環境の整備 603,161 千円

４　その他 千円

 １　米価高騰をはじめとした物価高への対応

新 ○ あおもり米子育て応援事業 1,003,974 千円 こ

対象者：令和８年３月31日時点で18歳以下のこども

利用可能額：こども１人当たり5,000円（お米券の場合4,400円）

新 ○ 県産酒米価格高騰緊急対策事業費補助 172,176 千円 観

県→　酒蔵（補助率：1/2）

上限：酒造好適米5,500円/60kg、加工用米6,000円/60kg、一般米2,000円/60kg

新 ○ 医療・福祉施設等物価高騰対策支援事業 427,544 千円 健

　食材料費及び光熱費の高騰により、公定価格を上回る負担が生じている医療・福祉施設等
に対し、支援金を給付する。

2,326,513

1,675,245

　米価高騰による食費負担の影響が大きい子育て世帯に対し、県産米を購入することができ
る電子クーポン等を提供する。

　酒米の価格高騰の影響を受ける酒蔵の経営維持を図るため、令和７年産の県産酒米の価格
高騰分の一部を支援する。

１施設当たり

30,000円＋2,800円×病床数

医療施設等 14,000円

7,000円

5,700円×定員

高齢者施設 3,800円×定員

障がい者施設 2,100円×定員

11,000円

5,500円×定員

公衆浴場 55,000円

訪問

保護施設

一般公衆浴場

施設区分

病院、有床診療所

無床診療所、歯科診療所

薬局、助産所、施術所

福
祉
施
設
等

入所（有料老人ホーム等以外）

入所（有料老人ホーム等）

通所
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新 ○ 酪農経営持続化緊急支援事業費補助 28,989 千円 農

県→　農業協同組合等（→　酪農経営者）

補助単価　3,600円/頭

新 ○ 漁業用燃油価格等高騰対策緊急支援事業費補助 137,009 千円 農

県→　県漁業協同組合連合会等（補助率：1/2、定額）

新 ○ 物価高騰対応林業用種苗生産施設整備緊急支援事業費補助 10,000 千円 農

県→　林業用種苗生産者等（補助率：1/2、上限：2,500千円）

新 ○ ＬＰガス料金負担軽減生活者緊急支援事業 460,153 千円 危

【ＬＰガス料金負担軽減生活者緊急支援事業費補助】 460,000 千円

県→　 (一社)県エルピーガス協会（→　ＬＰガス販売事業者）

補助率：10/10、支援額： 1 世帯当たり1,000円

新 ○ 中小企業者等ＬＰガス・特別高圧電気価格高騰対策支援事業 86,668 千円 経

県→　商工団体（→　中小企業者等）

対象期間：①令和７年７月、９月、②令和７年８月

給付単価：①ＬＰガス17円/㎥

　　　　　　特別高圧電気0.7円/kWh、上限14万円（月額）

　　　　　②ＬＰガス21円/㎥

　　　　　　特別高圧電気0.9円/kWh、上限17万円（月額）

 ２　産業・交流を支える基盤等の充実強化

新 ○ りんご苗木緊急増産体制構築事業 17,153 千円 農

【りんご苗木緊急増産体制構築事業費補助】 12,500 千円

県→　苗木業者等（補助率：1/2）

上限：事業期間３年間合計、苗木１本当たり1,000円

　　　（１年目 250円、２年目 500円、３年目 250円）

　物価高騰等の影響を受ける酪農経営者の経営維持を図るため、暑熱対策の実施に必要とな
る電気料金の一部を支援する。

　国の漁業経営セーフティネット構築事業に加入する漁業者及び養殖業者に対し、燃油及び
配合飼料に係る価格差補塡金のうち加入者負担分の一部を支援する。

　物価高騰や気象害の影響を受ける林業用種苗生産者等の苗木供給体制の強化を図るため、
苗木の生産性向上に資する生産施設の整備を支援する。

　ＬＰガス料金の上昇による一般家庭等の経済的負担を軽減するため、ＬＰガス販売事業者
を通じて料金減額を行う。

　ＬＰガスや特別高圧電気を使用する中小企業者等の負担軽減を図るための支援金を給付す
る。

　令和６年12月からの豪雪により被害を受けたりんご園の早期復旧を図るため、苗木業者等
が行う改植・補植用苗木の緊急的な増産を支援するとともに、地域における苗木安定供給体
制の構築を検討する。
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新 ○ ホタテガイ採苗緊急支援事業費補助 40,014 千円 農

　海洋環境の変化等に伴い生産量が減少している陸奥湾ホタテガイ養殖業の持続可能な生産
体制を構築するため、令和８年度のホタテガイ稚貝確保に向けた採苗体制の強化を支援する。

○ 漁業災害経営資金利子補給費補助 1,252 千円 農

（現計　37　千円　→　補正後　1,289 千円）

○ 松くい虫被害緊急対策事業 47,000 千円 農

（現計　45,944　千円　→　補正後　92,944 千円）

新 ○ ＧＸ青森アクセラレーション事業 250,000 千円

○ 脱炭素で叶える快適なくらしアクセラレーション事業 39,694 千円 環

【住宅用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助】 30,000 千円

　県→　個人

　ア　太陽光発電設備（自家消費型）（補助率：1kW当たり50千円）

　イ　アに付帯する蓄電池（補助率：蓄電池価格×1/3（上限150千円/kWh×1/3）

○ 自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業 50,086 千円 経

【事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助】 50,000 千円

　県→　企業

　ア　太陽光発電設備（自家消費型）（補助率：1kW当たり50千円）

　イ　アに付帯する蓄電池（補助率：蓄電池価格×1/3（上限160千円/kWh×1/3）

○ 県有施設等太陽光発電設備等導入推進事業 160,220 千円 財

【県有施設等太陽光発電設備等導入推進事業費補助】 160,000 千円

　県→　事業者（補助率：1/2）

新 ○ 青森市屋内グラウンド移転整備調査事業 22,286 千円 交

○ 青森空港有料駐車場管理費 34,701 千円 土

（現計　192,757　千円　→　補正後　227,458 千円）

○ 青森空港業務体制強化事業 1,439 千円 土

（現計　68,457　千円　→　補正後　69,896 千円）

　令和６年夏以降の高水温の影響により被害を受けた陸奥湾ホタテガイ養殖業者の経営の安
定を図るため、青森県農林漁業災害経営資金融通助成条例に基づき、漁業災害経営資金の貸
付けに係る利子補給を行う市町村を支援する。

県→　県漁業協同組合連合会（補助率：1/2）

融資枠　５億円

県→　市町村（補助率：利子補給相当額の1/2）

　ＧＸ青森の加速化に向け、住宅用及び事業用太陽光発電設備・蓄電池の導入を支援すると
ともに、未利用公有地への太陽光発電設備の導入を行う。

　青森市が行う青森市屋内グラウンド（サンドーム）の移転整備に対して協力する費用の調
査を行う。

　青森空港有料駐車場の混雑緩和対策として、既存平面駐車場の区画見直し及び隣接地への
空港関係者駐車場の設置に向けた調査を行う。

－ 4 －



 ３　こども等の学びを支える教育環境の整備

○ 下北地区統合校校舎等建築事業 62,085 千円 教

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   （債務負担行為設定額　36,969 千円）

下北地区統合校改築費については減額 千円

継続費設定額　　　　　　　 　　　　（現計　5,941,313　千円 　→　補正後　0 千円）

○ 県立学校校舎等建築調査設計事業 14,555 千円 教

（現計　299,556　千円　→　補正後　314,111 千円）

○ 八戸東高等学校土地購入費 （債務負担行為設定額　207,780 千円） 教

新 ○ 夜間中学設置促進事業費補助 1,392 千円 教

県→　青森市（補助率：定額）

○ 高等学校等就学支援関連事業（所得制限撤廃） 計 502,364 千円

（現計　4,163,970　千円　→　補正後　4,666,334 千円）

【私立高等学校等就学支援金交付金等】 133,101 千円 こ

（現計　2,185,660　千円　→　補正後　2,318,761 千円）

【私立高等学校等学び直しへの支援金】 356 千円 こ

（現計　2,570　千円　→　補正後　2,926 千円）

【県立高等学校等就学支援金交付金等】 368,907 千円 教

（現計　1,975,740　千円　→　補正後　2,344,647 千円）

○ 奨学のための給付金（公立） 22,765 千円 教

（現計　529,610　千円　→　補正後　552,375 千円）

給付対象　　年収270万円未満程度の世帯

給付額（年額）

　第１子の高校生等がいる世帯　 　　131,500円　→　143,700円【拡充】

 ４　その他

＜主なもの＞

○ 一般公共事業 1,143,296 千円

（現計　59,584,753　千円　→　補正後　60,728,049 千円）

○ 農林水産部 △ 422,323 千円 農

○ 県土整備部 1,565,619 千円 土

　下北地区統合校の校舎等について、新たな整備計画に基づき、令和９年４月の開校に向け
た改修及び新校舎の建設に係る設計を行う。

　老朽化した五所川原農林高校の実習棟（りんご冷蔵庫）の改築に係る設計を行う。

　校舎改築に当たり、隣接地取得に係る債務負担行為を設定するとともに、現行の改築計画
を変更する。

　青森市が行う本県初の公立夜間中学の設置に向けて、開設準備を支援する。

△2,625,907 
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○ 国直轄事業負担金 △ 403,895 千円

（現計　4,635,752　千円　→　補正後　4,231,857 千円）

○ 県土整備部 △ 403,895 千円 土

○ 災害復旧事業 46,640 千円

（現計　4,873,614　千円　→　補正後　4,920,254 千円）

○ 農林水産部 46,640 千円 農

○ 八戸合同庁舎整備事業 133,167 千円 財

（現計　1,345,989　千円　→　補正後　1,479,156 千円）

（債務負担行為設定額　7,710,947 千円）

新 ○ 原子力・エネルギー対策県民会議運営費 5,302 千円 環

新 ○ 病院間の患者搬送のための病院救急車活用促進事業 9,575 千円 健

【病院間の患者搬送のための病院救急車活用事業費補助】 2,350 千円

県→　医療機関等（補助率：1/2（国1/2））

【病院間の患者搬送のための病院救急車活用事業費負担金】 2,350 千円

県→　県立中央病院

【病院間の患者搬送のための病院救急車活用促進設備整備事業費補助】 4,875 千円

県→　医療機関等（補助率：1/2（国1/2））

新 ○ 小児医療施設緊急支援事業費補助 14,750 千円 健

新 ○ 分娩取扱施設緊急支援事業費補助 25,000 千円 健

新 ○ 地域連携周産期緊急支援事業費補助 45,600 千円 健

○ 遠隔診療支援設備整備費補助 13,595 千円 健

（現計　2,425　千円　→　補正後　16,020 千円）

県→　産科医療機関（補助率：定額（国10/10）、上限：2,500千円）

　物価上昇に伴い、八戸合同庁舎整備に係る設計・工事費等を増額する。

　原子力・エネルギーを巡る様々な課題に対し、幅広い観点から意見聴取を行う原子力・エ
ネルギー対策県民会議を設置する。

　病院間の患者搬送手段の確保を図るため、第二次救急医療機関が行う病院救急車の運転手
確保及び病院救急車への設備整備に係る取組を支援する。

　小児医療体制の維持のため、急激に小児患者数が減少している小児医療中核病院機能を有
する施設等の運営費を支援する。

県→　小児医療施設（補助率：定額（国10/10））

　分娩取扱機能の維持のため、急激に分娩数が減少している分娩取扱施設の分娩取扱費用を
支援する。

　分娩取扱施設が少ない圏域における周産期医療体制を確保するため、分娩取扱施設の運営
費を支援する。

県→　産科医療機関（補助率：定額（国1/2、県1/2）、上限：11,400千円）

県→　医療機関（補助率：1/2（国1/2））
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○ 医療機関等における生産性向上・職場環境整備等事業 120,640 千円 健

（現計　595,020　千円　→　補正後　715,660 千円）

【生産性向上・職場環境整備等事業費補助】 120,160 千円

県→　医療機関等（補助率：定額（国10/10））

※ベースアップ評価料算定機関に限る。

【生産性向上・職場環境整備等事業費負担金】 480 千円

県→　県立中央病院、県立つくしが丘病院

○ 未来を担う農業人財育成事業 58,825 千円 農

（現計　514,309　千円　→　補正後　573,134 千円）

【経営開始資金・就農準備資金事業費補助】 56,625 千円

補助率：定額（国定額）

○ スマート農業・農業支援サービス事業導入総合サポート緊急対策事業費補助

51,336 千円 農

（現計　30,000千円　→　補正後　81,336 千円）

県→　(公社)あおもり農業支援センター等（→　就農開始予定時に50歳未満の研修生等）

県→　農業支援サービス事業者（補助率：1/2（国1/2）、上限：30,000千円）

【凡例】

部局名は以下のとおり略称表記しています。

財務部 → 財 観光交流推進部 → 観

こども家庭部 → こ 農林水産部 → 農

交通・地域社会部 → 交 県土整備部 → 土

環境エネルギー部 → 環 危機管理局 → 危

健康医療福祉部 → 健 教育庁 → 教

経済産業部 → 経
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